
板橋区障がい者自動車運転免許取得費助成事業実施要綱 

（昭和５３年３月１日区長決定） 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第７７条第３項に規定する事業として、障がい者が自動車運

転免許を取得する際に要する費用の一部を助成することにより、障がい者の日常生活の

利便及び生活圏の拡大を図り、もってこれらの者の福祉の増進に資することを目的とす

る。 

（助成対象者） 

第２条 助成対象者は、板橋区内に住所を有し、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

第８４条第３項に規定する第一種免許のうち、普通自動車免許を取得した者で、次に掲

げる各号に該当する者とする。ただし、既に本要綱により助成を受けたことのある者を

除く。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項により身体障害者

手帳の交付を受けており、その程度が３級以上の者又は４度以上の愛の手帳の交付を

受けているもの。ただし、内部障がいについては４級以上、下肢又は体幹にかかる障

がいについては５級以上の歩行困難である者。 

(2) 自動車運転免許取得時に引き続き３カ月以上、板橋区内に住所を有する者。 

(3) 当該年度（ただし、申請が４月から６月にあっては前年度）の特別区民税（市町村

民税を含む。以下「特別区民税」という。）に係る所得割の課税額が 46 万円未満の者

（ただし、当該年度に災害等で罹災した者その他区長が助成を必要と認める者を除

く。）。 

(4) 自動車運転免許取得後１年以内である者。なお、自動車運転免許取得費用について、

分割支払いを利用し、当該免許を取得した場合、支払完了後１年以内である者。 

(5) 他の制度により免許の取得に要する費用の助成を受けていない者。 

（助成対象の費用） 

第３条 この助成の対象となる費用は、前条に規定する自動車運転免許の取得に要した費

用のうち、入所料、技能教習料、学科教習料及び教材費に相当する費用とする。 

（助成金の額） 



第４条 助成金の額は、別表のとおりとする。 

（申 請） 

第５条 助成を受けようとする者は、身体障害者手帳又は愛の手帳及び自動車運転免許証

を提示し、障がい者自動車運転免許取得費助成金交付申請書（別記第１号様式）に当該

年度（ただし、申請が４月から６月にあっては前年度）の特別区民税の額を証する書類

を添えて、区長に申請しなければならない。 

２ 前項に規定する特別区民税の額を証する書類について、申請者の同意に基づき他の方

法により確認することができる場合は、提出を要しない。 

（助成の可否の決定） 

第６条 区長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を調査し、助成の可否を

決定するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により助成金の交付の可否を決定したときは、障がい者自動車運

転免許取得費助成金交付決定通知書（別記第２号様式）又は障がい者自動車運転免許取

得費助成金交付申請却下通知書（別記第３号様式）により、申請者あて通知するものと

する。 

（助成金の交付） 

第７条 区長は、前条第２項の規定による助成金の交付決定通知を受けた申請者の請求（別

記第４号様式）に基づき、助成金を交付するものとする。 

付 則 

 この要綱は、昭和５３年３月１日から施行し、昭和５２年１０月１日から適用する。 

付 則 

 この一部改正は、昭和５５年１１月１日から施行し、昭和５５年４月１日から適用する。 

付 則 

 この一部改正は、昭和６２年４月１日から適用する。 

付 則 

 この一部改正は、平成元年４月１日から適用する。 

付 則 

 この一部改正は、平成６年３月１５日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

付 則 

 この一部改正は、平成１４年６月１日から適用する。 



付 則 

 この一部改正は、平成１６年４月１日から適用する。 

付 則 

 この一部改正は、平成２８年４月１日から適用する。 

   付 則 

この要綱は、平成２８年１０月１日から適用する。 

   付 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和３年７月１日から施行する。 

 



別表（第４条関係） 

助 成 金 額  

第３条に規定する助成対象経費の実支出額に３分の２を乗じて得た額（この額に百円未

満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。）とする。ただし、助成対象

者の当該年度（ただし、申請が４月から６月にあっては前年度）の特別区民税に係る所

得割の課税額に応じて、次表の所得階層区分ごとに定める額を限度とする。 

階層 区分 助成限度額 

Ａ 
生活保護受給者 

164,800円 
区民税非課税者 

Ｂ 区民税所得割額 年 16万円未満の者 144,200円 

Ｃ 区民税所得割額 年 16万円以上～46万円未満の者 123,600円 
 

 

 



申請者 住　　所

氏　　名

生年月日

等　級

種　　級

障 が い 名

等　級

度

障 が い 名

番 号

取得年月日

免許取得時

の  住  所

名 称

住 所

入 所 料 技能教習料 学科教習料 教 材 費

技 能 教 習 学 科 試 験 技 能 試 験

時 間 数 受 験 回 数 受 験 回 数

仮 仮

本 本

　助成の審査のため、私の世帯の住民登録・税務関係
資料その他について、関係機関に調査・照会・閲覧す
ることに

 □  同意する　　　□　同意しない

　署名

免許取得に
要した費用

合 計

課 税 状 況
特 別 区 民 税 の 所 得 割 額 区 内 在 住 期 間

自動車運転
免　許　証

自動車運転
教習所等

入 所 年 月 日

　　  年 　　月　　 日

愛の手帳
番 号 第 号

交  付  年  月  日

       年    月    日

身体障害者
手　　　帳

番 号 第 号
交  付  年  月  日

       年    月    日

下記のとおり、助成金の交付を申請いたします。

（第１号様式）

年　　月　　日

障がい者自動車運転免許取得費助成金交付申請書

（宛先）板橋区長

　　　年　　　月　　　日（　　歳）



第 号

年 月 日

様

　

円

板橋区長

（第２号様式）

障 が い 者 自 動 車 運 転 免 許 取 得 費

助 成 金 交 付 決 定 通 知 書

　   　　年　　月　　日付で申請のあった障がい者自動車運転免許取得費

助成金は、下記のとおり交付することに決定したので通知いたします。

記

助成金額



教示事項

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して３か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌
日から起算して６か月以内に、板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板
橋区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審
査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるとき
は、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があっ
た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの
訴えを提起することが認められる場合があります。



第 号

年 月 日

様

板橋区長

（第３号様式）

障 が い 者 自 動 車 運 転 免 許 取 得 費

助 成 金 交 付 申 請 却 下 通 知 書

　   　　年　　月　　日付で申請のあった障がい者自動車運転免許取得費

助成金は、下記の理由で交付できませんので通知いたします。

記

理　由



教示事項

１　この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して３か月以内に、板橋区長に対して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌
日から起算して６か月以内に、板橋区を被告として（訴訟において板橋区を代表する者は板
橋区長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審
査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを
知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請
求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をするこ
とや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるとき
は、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があっ
た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの
訴えを提起することが認められる場合があります。



（宛先）板橋区長

十 万 千 百 十 円

年 月 日

住所

氏名

通知のあった自動車運転免許取得費助成金として上記のとおり請求いたします。

（第４号様式）

請　　　　　　求　　　　　　書

請　　求　　金　　額

　ただし、　　　　　年　　月　　日付　　　　　第　　　　号で交付決定


